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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、薬物依存性と反社会性の２つの側面が違法薬物の使用経験がある刑
事施設被収容者の薬物再使用リスクに及ぼす影響について検討することであった。刑事施設に収容されている違
法薬物の使用経験がある者を対象とした質問紙調査の結果、薬物の再使用リスクは、薬物への依存性と反社会性
の２つの側面によって特徴づけられる部分が異なることが示された。この結果から、違法薬物の使用経験がある
者の薬物の再使用リスクの特徴に応じて薬物依存性と反社会性に対する２つのアプローチを組み合わせる必要性
が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to examine whether “drug dependency” and “
antisociality” influence the risk of relapse of amphetamine use in prisoners who engage in 
substance use. This study was conducted at a Japanese prison. Participants were prisoners who 
engaged in substance use and were asked to voluntarily complete an anonymous questionnaire that 
included some scales and demographic variables. The results of the analysis revealed that “drug 
dependency” and “antisociality” influence the different factors of the risk of relapse of 
amphetamine use in prisoners who engage in substance use. Findings indicated that prisoners with 
substance use were classified according to the assessments of the factors influencing the risk of 
relapse of amphetamine use as “drug dependency” approach and/or “antisociality” approach.

研究分野：社会科学
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１．研究開始当初の背景 
	
 わが国における覚せい剤取締法違反をは
じめとする薬物事犯の刑事施設への「再入率
の高さ」は、解決すべき重要な課題の１つで
あると指摘されている（山本・等々力・西田，
2011）。そのため、わが国では、刑務所など
の刑事施設内における特別改善指導として
心理学（心理療法）に基づく薬物再使用防止
プログラムの実施が義務づけられている。そ
のような心理学に基づく薬物依存離脱指導
の実施は、治療的介入としてリラプス・プリ
ベンションを軸とした集団認知行動療法（以
下、CBGTとする）が採用されている。 
	
 累犯刑務所において実施された CBGT の
効果検証では、薬物再使用リスクの低減効果
が確認された一方で、入所回数の多い者と年
齢の高い者は「薬害・犯罪性の否定」におい
て改善効果が十分に得られにくいことが明
らかにされている（野村・安部・嶋田，2014）。
これは入所回数と年齢を重ねることによっ
て、薬物への依存性、あるいは反社会性のい
ずれかが増悪した影響の結果であると考え
られる。 
	
 この点について、Prendergast, Podus, 
Chang, & Urada（2002）の行った物質乱用
治療の効果性に関するメタ分析研究では、年
齢の高い成人は治療による犯罪減少効果が
低いことを明らかにしており、その理由とし
て年齢の高い成人の中には犯罪傾向の高い
者が含まれていたことが影響したためであ
ると示唆している。また、薬物依存離脱指導
における CBGTは、「薬物への依存性」を直
接的な介入ターゲットとしている一方で、
「反社会性」に対する直接的な介入を必ずし
も想定しているわけではないと考えられる。 
	
 これらの点を踏まえると、CBGTの薬物再
使用リスクの改善効果を低くしている入所
回数の多さと年齢の高さの背景には、犯罪傾
向の高さである「反社会性」が影響している
可能性が考えられる。しかしながら、この点
についての実証的な検討は行われていない。 
 
２．研究の目的 
	
 本研究では、違法薬物の再使用リスクを有
する者の中には，異なる状態像が混在してい
ることを明らかにすること、また、「反社会
性」に応じた向社会的介入を従来の治療的介
入に加えることによる再使用リスクの低減
効果について検討することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
	
 違法薬物の使用によって刑務所に入所し
ている者を対象に質問紙調査を実施し、「薬
物への依存性」と「反社会性」が違法薬物の
再使用リスクに及ぼす影響を検討し、再使用
リスクの高い者は、「薬物への依存性」が優
位である者、「反社会性」が優位である者、
および「薬物への依存性」と「反社会性」が
いずれも高い者に分類されることを明らか
にする。 

	
 そこで、刑事施設に収容されている者を対
象に、薬物再使用リスクを測定する C-SRRS
（山本他，2011）、反社会性を測定する JCTI
（Kishi，Takeda，Nagata，Suzuki，Monma，
& Asanuma，2015）、および薬物への依存性
として DAST-20（Skinner，1982）等を含む
質問紙を配布する調査研究を実施する。 
	
 また、違法薬物の再使用リスクが「薬物へ
の依存性」の高さに特徴づけられる者は、従
来行われてきた治療的介入によって再使用
リスクの減少が期待される。しかしながら、
「反社会性」によって再使用リスクが特徴づ
けられる者は、治療的介入のみでは再使用リ
スクの十分な減少が期待されない。そのため、
本人の適応行動の促進に重点をおいたアク
セプタンス＆コミットメント・セラピー
（Hayes, Strosahl, & Wilson, 1999）に用い
られる「価値のワーク」を採用し、反社会性
に対する向社会的介入として、「価値観の見
直し」と「反社会的行動によって充足されて
いた部分を向社会的行動によって充足する
方法探し」を実施する。 
	
 そこで、刑務所において「価値のワーク」
を加えた CBGT と従来の CBGT を実施し、
「薬物への依存性」が優位である者、「反社
会性」が優位である者、および「薬物への依
存性」と「反社会性」がいずれも高い者に及
ぼす影響性を検討し、反社会性の高い者に対
しては向社会的介入を付加することによっ
て、再使用リスクの低減効果が高まることを
明らかにする。 
	
 なお、本研究は、千葉大学大学院医学研究
院倫理審査委員会の承認を得て実施する。	
 
	
 
４．研究成果	
 
	
 本研究における主な結果として、刑務所に
入所している者 1020 名を対象に質問紙調査
を実施し、目的変数を薬物の再使用リスク得
点、説明変数を反社会性得点、薬物への依存
性得点、および交互作用項とした階層線形モ
デルによる検討を行った。その結果、２つの
説明変数がそれぞれ単独に目的変数に影響
していることが示された。そこで、それぞれ
の各下位因子得点間の相関係数を算出した
ところ、再使用への欲求、情動意欲面の問題、
および薬理効果への期待は２つの側面両方
との正の相関が確認された一方で、薬物使用
への衝動性と薬害・犯罪性の否定は反社会性
得点とのみ正の相関が確認された。	
 
	
 以上の結果から、薬物の再使用リスクは、
薬物への依存性と反社会性の２つの側面に
よって特徴づけられる部分が異なることが
示され、薬物の再使用リスクに応じて２つの
側面へのアプローチが必要になることが示
唆された。	
 
	
 この結果を踏まえ、薬物の再使用リスク、
薬物への依存性、および反社会性のアセスメ
ントに応じた治療的介入の選択を可能にす
る新たな CBGT プログラムを開発した。開発
したプログラムの実施と検証は、全国の刑事



施設における薬物依存離脱指導の実施体制
に大きな変更があったため、新たな実施体制
の基に刑事施設との調整がなされた時点に
おいて実施と検証を行う予定である。	
 
	
 本研究の主な成果として、違法薬物の使用
をした者の中には、「薬物への依存性」のみ
が影響して再使用リスクが高いわけではな
く、「反社会性」が影響して再使用に至るリ
スクが高い者もいることが実証的に示され
た。すなわち、違法薬物の再使用といった問
題を持つ者の中には、その問題性の背景とな
る個人差が質的に異なる者が混在している
ため、必要とされる心理学的介入が異なるこ
とが示唆された。そのため、刑務所の薬物依
存離脱指導において、個人差に応じた心理学
的介入技法を選択することによって、十分な
対策が講じられていない「反社会性」の高さ
が再使用に影響を及ぼしている者に対して
さらなる改善効果が期待可能であると考え
られる。	
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